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資本の企業会計法構造(その 1)

工藤市兵衛へ早川 巌*

The StructUYe of the Business Accounting Method in the Capital (1) 

Ichibei KUDO， Iwao HAYAKAWA 

企業lふ営利の目的をもって継続的に事業を行う人物・物的な組織体であるから，そこでの資本と利益の

関係をめぐる諸問題は，企業の生理を形成するものとしてp もっとも基本的である.この論文の研究対象は.

直接には，企業の物的側面である資本と利益の関係が，その人的側面で、ある出資者と債権者の利害の対立と，

いかに交錯しているかという問題であるが，この問題の背後には，つねに「企業」そのものをひかえている

のでp 窮極的には，これを通じて企業の本質を探究することを目指している.この論文ではこのような対象

奇把握するための万法的基礎として，資本と利益の概念及びその政策の問題をとりあげて考え，政策論とし

ては，出資者(株主〉と債権者の利害の対立関係の諸態様について考察する.

し序文 資本概念と利益概念一一

ζ の論文の目的は，粉飾決算及び逆粉飾を防止する一

助として，企業上の資本と利益が法的には，如何に構成

され，取j&われるべきかという問題について研究するこ

とである.

企業は，継続的lこ計画l的な意図をもって， r資本的計

算方法」のもとに，営利行為を実現する一個の統一ある

経済単位で、める.従って，資本と利益は，企菜の活動を

助成するものとして，もっとも基本的な地位を占めてい

る.又，物的会社の経治的構造についての決定的概念で

ある資本，利益及び配当は，会社法的考察の糸口であっ

て，資本と利益の理論的伝区別は，株式法的組織の基本

的な支在をうらたてるものである.

商法学は企業法学であり，会計学は，公的会計の特殊

なもの吾除いて，企業会計学でめると考えられるので，

「企業」を対象とする社会科学であるということにおい

てF 両者i::i:，共通の基礎の上l乙立っている. r資本的計

算方法」というのは，まさに企業会計にほかならず，企

業会計法はp これに関する法規の全体である.

企業会計法一商法の計算規定の目的は，二つあって，

一つは，配当可能利益を，如何にして算定するかという

乙とであり，他の一つは p 企業の実体を，如何に表示す

るかということである.従来はp 前者に重点があって後

者は比較的に軽視されがちでめったがp 企業の所有と経

営が分離し，有価証券取引が一般イ1::;1-ることによって，

大衆投資者在保護する必要が認識され，次第に後者も重

視されるようになった.証券取引法の制定はp その端的

なあらわれであって，それにもとづく， 財務諸表規則

イc経営工学科

( r財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規

則J)はp 財務諸表の内容について詳細に，規定をおい

ている.

そしてP この財務諸表規則には，会計学上の理論，こ

とに企業会計原則の影響が濃厚であり，しかも証券取引

法はp 商法と呉質のものではないと考えられるので，こ

の計算の表示の問題は，ことに会計学と関係が深い.

会計学の中でも財務会計の領域は，企業の計理の実体

を，企業の利害関係者に報告するために，これを如何に

把握し，如何に表示するかということが中心となるの

で， ζの点で，商法と，その対象を共通にしている.

このようにみてくると，企業法学の一部とレての企業

会計法学と，企業会計学の一部としての財務会計学と

は，少くとも，その対象において，同じ地盤の上lこ立っ

ていることがわかる.即ち，その対象の面からみるかぎ

り，念計学と商法学は，重なり合っており，従って，そ

のいずれを無視しでも，この領域の研究は，成り立たな

いのでゐる.

企業における配当客体としての利益をあきらかにし，

かっ，企業の訂理の実体を p その利害関係者の前に表示

するために p 費用収益の関係ならびに財産と資本の関

係，し、いかえれば，企業の基本的な財務諸表である損益

計算書と貸借対照表を構成する諸項目と，その相互の関

係についての考察が必要である.

財務会計および企業会計法の内容は，この問題を中心

として展開する.

そこで，企業会計法の問題点について，商法が改正さ

れ， r株式会社の貸借対照表及び損益計算書に関する規

J~UJ の施行によって，多くの問題が解決されることにな
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ったが，しかし，今後のもっとも重要な問題は，損益計

算書の問題と，貸借対照表の「資本の部Jiこ関する問題

である.この論文が，資本と利益の問題を対象とするの

は，利益の過大計仁による粉飾決算，及び利益の過小申

告による脱税という問題に着限したものであって，財務

諸表規則にいわゆる「貸借対照表資本の部」に包摂され

る資本，剰余金，利益および損益計算書に関する問題を

取扱うことれなる.殊lこ，資本と利益をめぐる法律政策

的問題，即ち，資本の分配可能性，資本欠損の;尉札資

本損失の賦課などの「資本在めぐる諸問題J，企業の収

益力の表示，配当可能利益のぷL定，利益準備金制反など

の「利益をめぐる諮問題」および9 利益準備金の資本組

入や株式配当などの「利益の資本化Jの問題について，

それらの制度的な側面に根を注ぎつつ，研究することに

する.

I.1 この論文の対象とする資本概念

(1) この論丈の対象とする資本概念は，基本的には，

企業の出資者による「出資の績」を意味する.従って，

この味の資本は，企業の営業活動の成果である利益をふ

くまず，利益とともに貸借対照表資本の部を二分する関

係にある.しかし，出資の額といっても，出資の容体で

ある個々の財産ではなく〔注1)，それとの関何を切mTr

された貸万項目としての資本であり，かつ負債のような

個別的な請求権ではなく，一体的伝内容のものであっ

て，その意味で，二重の抽象性を有する.それは r営
業生活の基礎」であるとともに r損益算定の基準」と

しての意味をもつものであり，会計学上および商法学上

の基本的な概念である.ζ とに，会計学的には，この;意

味の資本をいかに把握するかは r資本会計」の中心問

題であり，利益概念とともに r基本的範馬」であると

されている〔注 2J.商法学上も，合名会社および合資

会社について 9 定款記載事項，および設立登記ぶ項とし

て r社員ノ出資ノ目的及某ノ何倍J (商法63条. 64条

147条)を定めているのは， この意味の資本についての

規定と解される〔注 3J.一般に，人的会社の損益は，

この意味の資本を基準として算定される〔注心。

有限会社の資本も，資本額と社員の出資額とが一致し

ている点でこれに近いが，不変性を有する「法定資本J

である点が呉h 更に「利益による持分消却J (有限会

社法24条 1項)によって，この関係は動揺する.

この論文で， r実質資本」という場合には，1.ごし、7こい

この「出資の額」を意味するといってよいが，その内容

を研究するのがまさにこの論文の課題なので，ここでは

詳説を避け，次にこれと株式会社法上の所謂「法定資本

」との関係について，ざっと問題点を指摘しておく.

(2) 株式会社法上の資本は，会社の保有すべき純財産

の基準を意味する〔注目 (財務諸表表規則及企業会計

早川 巌

原則では，乙れを「資本金」と称している 財規49条.

50条).純財産額白体ではなく，その「基準額jである

ことに注意を要する.

レヴィによれば，資本 capitalは，総財産または純財

産の意味にも用いるが，法律上の意味は， r云祉の目的

のため s その構成員によって拠出 Contributeされ，か

つ原則として， r触れずにJintact iこ維持されるべき

金額 Sumである」とされ，この意味の資本は，通常，

Share Capital (イキ、(，ス)， Capital Stock (アメリ

カ)， Capital Social (フランス)， Starnm :tCapital 

(ドイツ)とよばれている(注 6).まfこ， ヴエJレナ-

e シュミットは純財産 Eεinvernl唱 enとその基準額た

る法定資本 GrundKapitalとは，ほんらい別倒のもの

であわ法定資本は，貸借対照表の反対側l乙p 同拐の借

万項目が引きたてられるべき拘束はjBindungszifferーと

して， これに対応する借万構成訟の株主に対する純利

益 R己ingewinnとしての分配を，その色街iまで

ための技術的手段 t匂echr叫1註is民c二hcIvI、γ叫vIit抗七elでで、3ゐJつ--c-ζ，会社

が少7J:くとも法定資本の~iHこ達する純財医を保持してい

ることどと担保すべき計算上の数1以であるとし，それは，

基本財産 Grundvermι'gelサ担保基金"3-arantiefol1d，

または，最小担保基金 l¥lIinaestgarantieIoncl などと

表現されるとのべている"

かように3 いわゆる法定資本は， {昔方.)){出1々 の財産と

の関係が切断されており，かつ負債のょに個別的な詰ぷ

権の集合ではないという二重の抽象性をもち， se: ~こ，出
資額(商法 284を基準として定まるのが原則であるとい

う意味では，先の実質資本と共通の性質を有するが，か

ならずしもそれと関係なくまったく形式的に維持される

という意味で，ノミナルな額で、ある.従って，出資額とし

ての実質資本が，いわゆる資本欠損が発生すれば，それ

による財産の減少額に応じて減少するのに対して，法定

資本は，欠損の発生によっても，当然には，減少せず，

法定の減資手続を必要とし(商375条以下)，利益分自由乙

先立って，乙れを填補しなければならない〔注 7) (商

290条 I項)という意味で固定的であり(資本不変の原

則)，規範的な意義をもっ.艮IJち「資本の拍象性」のほか

に，かような「形式性」を有する点で実質資本と呉るわ

りである(形式的意義の資本). 

この論文では，実質資本と区別するために，かような

法定資本を形式資本とよぶことがある.

さて，この法定資本は，如何なる性質と作用をもつも

のでゐろうか.

人的企業 individual enterpriS8 i乙関するかぎり，

その計算関係lこ対する法的干渉は，強くないのが一般で

あって r出資者による資本の引出」を妨げる理由も伝

い.その出資者は，企業の債務につき，直接無限つ責任

を負うからである.
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これに対して，有限責任会社は limited liability 

Company にあっては，その資本lこ対応する純財産のみ

が信用の基礎となるので，法はその設定ralslngと維持

rilaintainingについての諸原則をうち出すことになり，

この段階における会社資本の主要な目的は，債権者に対

する財産的貢任の基礎，株主等の出資者の人的責任の代

償として，負債と資産の等価物または「裸の支払能力」

bare solvencyを超える「純財産の余裕Ja margin 

of net assetsを企業に維持することである〔注 8). 

この点、について，バランタインはp 次のようにのべてい

る. r資本侵害 capitalimpairmentごと防ぐ規制は，

長い間， 利益配当の基本的な制約として存在した. 法

はp 債権者保護のにめに負債を超える資産価値に， rあ
る余裕JSom邑 marginを設定，拠出，維持せしめる

ことを企てて来た.有限責任をもって企業に参与すると

いう魅力的伝特権は，一般会社法のもとにあらゆる希望

者に開放されている.しかし，法は企業に対して，ある

最小限の出資の実行と，その維持を要求することによっ

て，債権者を保護せんとする.組合企業者 partnersが

その債務につき有した人的責任からの免脱は， r利益参

与者Jprofit Sharerが，同時に， r危険負担J risk 

takerであるという条件のもとにおいてのみ容認せられ

るJC注目). 

かくして 3 出資を基準とする実質資本として把握さ

れ， r損益算定の基準」であったところの資本のょに，

「債権者のための共同担保という異質的な，しかし，非

常に強力な政策的要請が結びつけられることになった

(人的責任 personalliabilityの代償). 

1828平の有名な Wood対 DUiTImer事件において，

「法は，かれらを個人的責任から解放し，その代り i己資

本 Capital Stockを代置する.信用は，返済の唯一の

手段たるこの資金に対して大衆によりあまねく与えられ

る.しからざれば，なにゆえに法によって資本が要求さ

れるのか. もし株式が払込まれたすぐ次の日に，会社の

債務を完済することなしに，株主によって，資本の引山

が行われうるとするならば，なにゆえに，そのl1'Jliはp か

くも周到に定められ，その払込は，かくも執劫に要求さ

れるの」かというスト{リ -story判決にも，この趣旨

があらわれている.これが，いわゆる「信託基金理論」

trust fund doctrineである .jこだ，この理論は，すで

に述べた資本の抽象性を浬解せず，具体的財産と資本と

を結びつけた点が，誤りであると批判されている.債権

者の請求権の対象は，ひとり資本に相当する資産に止ま

るものではないからでゐる〔注10) 園 しかし，それに

もかかわらず， この理論は，資本を会社財産の分配i乙対

するー個ヨコ制限として，それを超える財産 刺余

Surplusのみを分配可能とし，財産がこれを下廻る場合

には，分配をなしえないという基準額として把握した点

で意義があり 3 今日の各国の制定法に継受されているの

である.

ここに，資本に対する法的規制がはじまり，資本は，

もっぱら債権者保護という第一目的のためにこれを維持

することが要求せられ，配当は，tことえ定款でそのよう

な支払をみとめている場合でも，資本からはこれをなし

えないとされ， 会社財産の分け前K対する債権者の優

位，出資者の劣位が確立する.

つまり. I総出資額J Gesamt巴inlageziffer とい

う本質的な要素の上に，債権者に対する「責任数額」

Haftungsziffer という異質の政策的な要素が結ひむつけ

られることによって，資本は二重の性格を帯びるに至っ

たのである.

「出資額」は，貸借対照表貸方において， !資本」と

して抽象的にとらえられているとはいえ，ほんらいは，

借万側へ具体的な財産を提供したという実質的な基礎の

上に立っている.ところが，債権者保護のための法的な

要請は，これに結びっく理論上の必然性があるわけでは

なしただ一定の財産を会社に確保することにより，有

限責任の代償を債権者に与えられれば足りるという便宜

的，政策的な問題である.しかしP いったんこの要請が

「出資額」に結びつけられると，これに内在する「恒子

性J B巴standingKeitのゆえに，資本は，その動的性

質を失ってしまう.資本は利益とは具って，ほんらい自

己保在性を有するものでめるとしても，その程度は，政

策によって，濃淡さまざまに色どられることになるので

ある.

〔注1)大住達雄・株式会社会計の法的考察36頁

〔注 2)丹波康太郎・資本会計29頁以下

〔注 3)石井照久編，商法上，法律学演習講座 202頁

〔注 4)石井照久，商法 1531頁

〔注目矢沢「計算規定に関する若干の問題点」商事法

務78号

〔注 6)Levy， Priγate corporations and thier 

ControJ， 1950. 295頁

〔注 7)武7!i春男「イギリス会社法J188頁以下

小町谷操三「イギリス会社法概説J84頁以下

イギリス法では，資本の減少にp 定款変更と，

裁判所の許可とを要し，債権者の呉議申立がみ

とめられている.この点について，武市春男「

イギリス会社法における資本の概念」中京商学

論6巻2号49頁

〔注 8)Ballantin8， on Corporation， 1946. 570頁

〔注 9)Bal!a.ntine， on corporation， 1946. 570頁

〔注10)山口定男「アメリ刀会社法における配当制度」

英米会社法 124頁，長谷川雄一，米国会社法の

概要59頁
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I.2 資本と株式の関係

(1)資本は，かくのごとしより高次の抽象の段階へ

と，次々に変容していくのであるが，もっとも形式的伝

法定資本も，それが「出資額」と結びついているかぎり

で1ま，たとえこの結びつきが必然的なものではないにせ

よ，なお何ほどかの実質的意義を内在せしめていた.と

ころが.無額面株式の導入は，このわずかながらの実質

性のきずなをも断ち切った.いわゆる「資本と株式の切

断」という現象がこれである〔注目.

現行株式会社法土も，原則として，資本は，出資績を

基礎とするが(商284条の21頃)，次の場合iこは，この

関係が破れるとされる〔注 2J

(1).無額面株式を発行する場合lこ，その発行価績を資

本とせず，その四分の一以下の限度で，払込剰余金を設

定するとき(商284条の2II項)

(2)，準備金の資本組入を行って，しかも新株を発行し

ないとき(商293条の3II項). 

(3)，株式数も株式領もともに動かさない単純な資本の

減少(抽象的減資一株式の減少を超えて資本を減少する

場合も同じであるー減資差損発生).ただし，額面株に

ついては争いがある〔注3J. 

(4) 利益により株式を消却したとき(商 212条 I項)

(なお商210条 l項). 

(5) 償還株式の償還による株式消却(商222条 I項)固

(6) 転換株式の転換の結果，状式数に変動が生ずる場

合(商222の2). 

このような切断の態様のうちで， もっとも基本的なも

のは，いうまでもなく無額面株式の問題である.

ほんらいp 株式の価値は，会社の純財産一自己資本の

量に対応するものであるから， 額面とは特に関係がな

い. 1額面」は， もともと，株主が・どれだけ会社に出

資したかという歴史的事実またはどれだけ会社に出資す

べきかという責任額の限度を示す点に意義があり，かつ

それにすぎないものであったが，株式がプレミアム附で

発行されるようになると，出資缶との結びつきさえもな

くなり，けっきょく，ひたすら債権者保護のために奉仕

するための抽象的な法定資本の額を定める基準であると

いうだけのものとなった.現行法における額面の意義

は，かような法定資本構成額の基準であるほかs 株式の

長低発行価額を拘束する(商202条E項j という意義をも

ち.かつ，これを券面l乙表示するという作用があるが，

この拘束も，けっきょく債権者保護のための資本維持の

要請にもとづくものであり，それゆえにまたその到面へ

の表示は，U'しろ有害であるといってよい.

このようにみてくると，額面株式一本の時代lこ，すで

にその額面の本質は， 1出資額」としての実質資本より

は， 1債権者」のための形式資本への結びつきの万に重
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点があったわけであり〔注心従って， 1株主の出資J

という関係では，額面は，理論上の意味をもたほい.

債権者保護ということは， もっぱら政策の問題である

から，より合目的な万法があれば，それにとって代られ

るのが自然のなりゆきでめる.かようにして，燥注面株

式の制反L すでに絹面株式の中に内在していた株式の

本質が， I制随的主r外設を絞って顕在イじしたものであるに

すぎない.法定資本と株式との関係が本質的でほいのと

また違った意味においてではあるがp 株式とその額面と

の関係L 本質的ではないのである。

紙面株と無績面株の差異をすっかり洗い落してしまっ

て後に残るものが，まさに株式の本質であって，両者の

差異の分だけ，鋲面株の不合理性がめるわけでめる〔注

5 J .無f瓦面株の本質を，上のように考えると p その他

の「切断」の態様は，むしろ当然心結果であってあやし

むに足りない.

かくて，現行法上の法定資本は， 1出資嗣」という実

質的基礎から絶縁され，政策的な目的の):_めに，一定額

の財産を借万側lこ縫保するための/ミゴルな基準とな

り，資産または負債の変動からはもとより，出資ー一株

式の変動からも解放され，つねに， ~Jt:ωぷを深つこと

になる. それは， 前述したようえ(1二互の悩象性」と

「形式性」のほかに，出資l鋲と関係がないという意味で

も， また形式的であり， いわば「二豆の形式性Jをも

っ.それはまさに「形式資本」の名にふさわしい.現行

の注定資本が，この意味で， 1資本を株式に分割する」

旧株式会社法土の資本，または，出資の総額からなる有

限会社法上の資本とは，性質を異にするにいたったこと

は注目すべき点である.

ヒルズは.かような「切断」の関係を次のように説明

する. 1表示資本 StatedCapitalはp ドjレ又はドル価

値におりる数績である.それは，株式 Share Stock 

(授権株式，発行株式，または払込済株式等いっさいの

株式概念〉をさすものではなしまた資産 assets，負債

liabiliti自伝いし純財産networthなどを意味するもの

でもない.表示資本は，原始発行における株式の対価の

受領に閲して発生し，株式配当， Share dividendsの支

払による剰余金からの組入，および転換の決議などによ

って随時増加する.しかし，いったん発呈した以」二，そ

の数m'iは，適法な会主J:の処置によって変更されはいかぎ

わかっ変更されるまでは維持される.従って3 表示資

本は，株式または，株式の種類とをあらわさず，まに株式

t乙対しでも，従属関係与を有しない.J かように，法定資

本を，債権者のための‘'t_，_ niargi斗 ofSafety"として

とらえれば，それを株主の出資調iこ結びつける理論的な

必然性がないのは当然である.この 1二1arginを定めるに

あたって，何を基準にするかは， もっぱら便宜の問題で

ある.ところがs 上のように実質資本と形式資本は，す
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でに遠く乗離しているのである.

前法律的，前会計的lこ，具体的な財産額を意味した

「資本」について，会計はこれを貸借対照表貸方におけ

る「出資額」として抽象イむし，法は，乙れに有限責任の

代償として政策的に， I債権者保護のための財産確保基

準」を結びつけることによって，その可変性を奪い，更

に資本と株式の関係の切断によりこの「本質的な出資額

」と「政策的な基準額」とは切り離され，完全にノミナ

Jレな数額としての後者が， I株式会社法上の資本」の名

を独占することになった. (ζのととは人的会社の資本

と比較すると一層顕著になる.) 

ほんらい資本であった「出資額」からみれば， Iひさ

しを貸して，おもやをとられた」という事態になったわ

りである.

けっきょく，現行法との法定資本L11 実質資本たる出

資額とも，株式とも，理論上の関係をもたない出資額

乞一 応3 資本額の基準としているのも，単i乙便宜的な

ものであるから，商法との株式の変動，たとえば株式の

併合は，分割の反対であるにすぎず，これを資本の減少

と結合つけている法の態度(商 377条)は，もとより本質

的なものではなく，また株式配当についても同じととが

いえる.この関係については，次のパランタインの説明

が適切である圃 「法定または表示資本 legalor stated 

Capitalは，発行株式につき，設定され (establish)付

加addtoされる.それは， 株主による資産の引出を制

限し，企業に留保すべき純資産または価値の限界を回す

る.法定資本は，ある数額 an日mount， ある制限 a 

limitation であって，現実の資産 assets または財産

propertyではない.この marginは， 債権弁済のた

め， Safeguardとなり，配当の制限となる.法定資本の

額は，必ずしも会社財産の増加を伴わずに増加しうる

し，また財産の分配 9 減少を伴わずに， とれを減少する

ことができるJ(注白. (乙こで， I会社財産の培加

を伴わない資本の増加Jが，準備金の資本組入および株

式配当をむ味し， I会社財震の減少を伴わない資本の減

少」が，いわゆる抽象的減資であるととはいうまでもな

い.) 

会社の「法定資本jと具体的な「純財産」との関係

は3 紙コップとミルクとの関係に似ている.コップから

受皿lこ溢れたミルクは，利益でゐり， ミルクがコップの

上辺に遣しなければ， それだけ， いわゆる「資本の欠

煩」がゐろごとになる園紙コップ自体は，適当な線まで

ノ¥サミで司ってしまうとともできるが，それには完別の

手続を必要とするのである圃法定資本は，あくまでも，

「枠」であるにすぎない.

(2) いわゆる「資木三原則」のうち，乙の論文に関

係があるのは，資本充実の原則 Grundsatz der Bind 

ung des Grund Kapitalと資本不変の原則 Grundsatz

der Bestandig Keit des Gτund Kapitalである.そ

して，この両原則は 9 次のような関係にある.

「不変の原則Jは，貸借対照表貸方における抽象的な

法定資本 GrundKapitalの額の減少を，減資手続によ

るほかは p 乙れをみとめないという乙とをその内容とす

る.従って，正確には， I資本不滅」の原則というべき

ものである.

この原則は，強度の政策的要請にもとづくものである

から，法律上はもとより p 会計上も?株式消却または自

己株式の取扱に関して，影響を及ぼす.

「充実の原則」は，不変の原則によって維持されてい

る貸方側の抽象的基準額に達するまで，借方側lこ具体的

伝財産を確保しておくべきであるかということをその内

容とする.従って，正確には， I資産充実」の原則とい

うべきものである.資本の欠損の填補という観念は，乙

の原則を反映している.

いわば I充実の原則」は，紙コップにミルクをみた

しておくことを命じたものであるのに対し(借万)， 

「不変の原則」は，この紙コップをみだりに切ることを

禁じたものである(貸方). 

これらの原則が，企業の財産的基礎を強固にし 3 債権

者を保護するための政策的要求の反映であるとすれば，

ζの「枠」である法定資本は，多いほど効果的なはずで

ある.従って資本の減少を禁ずるという意味での不変の

原則は，一般にζれを貫かなければならない(反対に，

資木の増加を禁ずる理由はない). 

乙れに対して，充実の原則は，どうであろうか.

これについては，株式の割引発行一一いわゆる水増株

Water吋 Stockの問題がある.割引発行をうけた株主

が額面との差額を払込む義務があるかどうかという問題

は，アメリカで古くから論ぜられてきたもので，さきに

挙げたウッド事件当時は，非常に困難な問題と考えられ

ていたが，現在ではむしろ，有限責任の代償として，株

主に額面に相当する額の払込義務を課するという方向

と，それとは逆に，額面のような不自然な数額よりも，

むしろ会社の資産そのものに着目していとうとする方向

との，二つの政策的な見解があるといわれている.

イズレールズは，貸借対照表 kの1，000ドルの資産が，

資本 Capitalと剰余金 Surplusとに分割されるかどう

かによって(払込剰余金からの配当を，制定法が認めな

い限り)，債権習が害される乙とはないはずであり，

1，000ドJレと表示されているにもかかわらず，実際には，

500ドソレの価値しか々しその結果，支払不能になって

債権者を害するとしても，それは貸借対照表インフレ{

ション(B/S借方筆者〕の問題であって，貸借対照

表貸方K，これを如何に表示すべきかの問題ではないと

いう〔注11).つまりイメレーJレズは，貸万における「

資本不変」の側面と，借方における「資産充実」の側面
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とを分析しているので，その点では，まさに本質を衝い

ているが，ただ払込剰余金からの配当を禁じても，これ

は欠損填補その他に使用しうるのが通常なので，そのか

ぎりでは，貸方のいかなる部分を資本とし，いかなる部

分を剰余とするかは政策的lL意味がないわけではない.

会社の設立にi祭しては，まったくのゼロから出発する

のであるから， I有限責任の代償その他の政策的要請に

そうために，株式引受人をして，一定額の財産を払込ま

せるととが必要であるととはいうまでもないJ

とれに対して，新株発行の場合には，事情は異る.こ

の場合には，法定資本に見合う一定の財産が，すでに確

保きれているのであるから，割引発行をみとめても，少

くともそれによって I資産の充実」を害するととはな

いはずである.割引発行の極限として，発行価額ゼロで

発行した場合を考えてみても，株式数と資本額が増加す

るだけであるから，その本質は I株式分割」と「法定

資本の抽象的増加」の複合であって，それによって I

会社財産Jが減少するわけではないことに注意を要す

る.乙のうち株式分割が，債権者を害しないことは，い

うまでもなし、から，資本増加の問題だけが残る .ζ こに

「抽象的資木増加」というのは，払込とは無関係に，法

定資本額だけを，一方的に増加する ζ とで，それには 2

つの場合がある.

第一は，会社が法定資本額を超える純財産(すなわち

「剰余JSurp!us)をもっている場合であってp この純

財産は，貸方側の準備金と間保利益に見合っているわけ

である.従って，抽象的増資の額が，との準備金プラス

留保利益を超えない場合には， ζの増資の本質は， I準

備金または留保利益の資本組入」であって， I新株発行

を伴う準備金の資本組入J又は， I留保利益の資本化と

しての株式配当」の場合と変りはないはずである.抽象

的増資を乙のように構成すれば，その増資の効果は，会

社の「法定資本の増加」と「準備金または配~可能利益

の減少」であるから，株主には不利であるとしても，債

権者を害するという ζ とはないはずである。従って，か

ような場合には，少くとも， I債権者保護」とか I会

社の財産的基礎を強固にする」とかいう理由では I割

引発行J または「無対価発行」 を禁圧するいわれはな

い.むしろ逆に，かような新株の割引発行によって，か

えって，債権者の共同担保の額は増加し，会社の財産的

基礎が強化されるという皮肉な現象が生ずるととに注目

すべきである.

第二は，会社の純財産が，法定資本を超えt1:い場合，

又は超えてはいるがその超過額を超えて抽象的増資を行

う場合である.との場合にも，すでに会社に何ほどかの

財産が確保されているわけであるから，少くとも，この

増資によって，財産がそれ以下に減少するととはないは

ずである.この増資の本質は， I資本欠損の発生または
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増加」であるが，増資をするか!ンないかは，会社の自由

であるから，増資によってP 何らの「財産の増加」がな

いとじても，一方iこ何らの「財産の減少」もないのであ

るから，会社の財産的基礎を弱体化することはなく，債

権者の利益を害することも泣い. I資本欠損の発生また

は増加」は， I資産の減少」戸「負債の増加」または「資

本の増加Jのいずれかによっておζ るが，このうち債権

者を害するのは， 前二者を原因とする場合だけであっ

て， I資本の増加による資本欠損の発生または増加Jは‘

それらとは性質を異にする .ζれは，紙コップの内容を

変えないで， コップの縁だけを高くしたわけであるか

ら，この増資の実質的な効果は， I将来の利益配当の拘

束の強化」であって3 株主には不利であるが，債権者に

とっては，かえって，有利で、めるといわなければならな

L、
従って，第二の場合にも 9 通説のように， I債権者保

護」とか， I会社の財産的基礎の弱体化の阻止」という

ことを理由として，割引発行または無対価発行を禁ずる

いわれはない.

u'しろ，以上いずれの場合にも，株主の配当請求権を

確保するという「株主保護」の観点から，かような割引

発行が，取締役会の決議によって行われることの方に問

題があるのである.なお，厳密にいえば，第ーの1揚合に

も，まず観念上「欠損」が発生するのでただそれが準備

金または留保利益をもって填補されるという点が第二の

場合と異るだけである.

いいかえれば，第一の場合と第二の場合との実質的な

差異は，準備金をふくむ「剰余」がこの「欠損」を超え

るか否かにある.超えない場合にはその限度で「資本の

欠損」となる.

ζの様な 「資本の欠損」 を生ずる第二の場合におい

て，現在または将来の債権者の利益を害する可能性がも

しあるとすれば，法定資本;互の水増的表示のために，企

業に対する信頼を欺くという点であろうが，これも，法

定資本の本質を，この論文のように理解すれば，債権者

の共同担保として意味があるのは，その基準語にすぎな

い貸方側の法定資本ではなく，まさにその実体でゐると

乙ろの借方側の「資産」の額と内容とでめって，以との

関係が， I資本の欠損」として正当に表示されるかきり

債権者の信頼を害する ζ とはとtいのである.

次の図からもわかるように，それぞれ割引発行による

資本の抽象的増加の前後を表す貸借対照表(I)と貸借

対照表 (II)では，資産の釘は同じであり ，iこだ資本が

1，000だけ増加して， ζ れに見合う欠損の限度で，将来

の利益配当吾減殺するのであるから，現在または将来の

債権者にとって貸借対照表(I)よりも貸借対照表(1I)

の方が有利であることはあきらかである.豆i乙，会社の

正味資産が 2，000である ζ とは(1)の場合だけでとrく
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(1I)の場合にも明瞭であって，それによって将来の債

権者の信頼を害することはないであろう.

filli対照ぷ(1)

(借万貸方)

(:::1:::;) 

貸借対照表(I!)

(1首 方貸 方)

また，現行法では，額面株について，額面の最低限が

定められ，かつ券面額以下の発行を禁じているが(商202

条 E項，m項)以上のように考えると，額面というもの

も，設立に際しての無額面株式の最低発行価額に対応す

るものとしての役割以外には，格別の意味がないように

思われる.額面株も無額面株も，その本質には差異はな

いのであるから額面株についてだけ，かような拘束を設

ける乙とは，いかにも不自然であり，結果的には，両者

を平等に扱う必要から，この両万を発行する場合lこは，

額面株のこのような拘束が，事実上，無額面株の上にも

かふ、って来て，iWi額面株の妙味が失われ，法の本旨にそ

むくことになろう.無額面株についての「最低発行価額

」の拘束が，会社の設立に際してだけのものであって，

新株発行の場合には及ばないことは p この論文の立場

からみて，注目すべき点である(商 166条 I項). 

もともと，株式会社における通常の株式発行は，その

「営業資金jの調達方法として意味がある.

この点では，設立に際しての発行も，新株発行も同じ

であるが，設立の場合lこは，物的会社における債権者保

護をはかるための「担保財産の確保」という政策的な要

請が，この「営業資金の調達」に結びつけられるのであ

る.

換言すれば， ["会社設立に際しての株式発行」の実質

的意義は， ["営業資金の調達」プラス「担保資金の確保J

にあるのに対し， ["会社成立後における株式発行」の;音

義は，ただ単純に， ["営業資金の調達」にあるといわな

ければならない〔注 7). 

従って，すでに，ある程度の担保財産が君子在し，かっ

それが不変原則と充実原則(狭義 配当規制としての充

尖原則 商290条〕とによって，確保されている会社成立

後の株式発行の場合には，その発行は，あらたな「営業

資金調透」の方法にすぎないのであって，対債権者の問

題ではなしそのとに更に["担保財産確保」という政

策をつけ加えるのは，犀ト屋を架するに止まり，特l乙積

極的意義を持たないものであるから，設立についての規

制を新株発行l乙準用している現行法の立場は厳格にすぎ

よう.又3 解釈仁もこのような規定に違反した場合につ

いて， 一律に新株発行を無効にする ζ とには疑問があ

る.

これに対して，設立の場合には，一定の「担保財産の

確保」と言う要請は不可欠なものであるから，現行法の

規制でも，なお不十分で、あって，確保すべき資産賓とし

ての資本の最iJ:&限を法定することが是非とも必要であ

る.そして，その最低限は，段階を設けてもよいが，そ

れによって会社の債務負担能力を制約するというとと(

資本と負債の比率によって)も考えられよう.現行法の

ように， 払込の確保について， いかに厳重に規定して

も，確保すべき資産の基準となる法定資本そのものの絶

対量を，いくらでも小さくすることができるのでは，法

の意図する政策的効果は期待できない.

このような関係は会社の合併に際しての場合にはー届

はっきりする.合併に際して(吸収合併の場合を考える)

消滅会社に資本の欠損がある場合に，この欠損の分を水

増して株式を発行するのは，違法である.しかし3 その

違法性の根拠はそれが資本充実を害するということにあ

るのではなし存続会社が消滅会社の負債を承継する結

果，存続会社の従来からの債権者の有する債権の価値が

相対的に低下することを防止しなければならないという

と乙ろにある.右のような欠損のある消滅会社であって

も同時に全然負債がないとすれば，この合併によって存

続会社の現在及び将来の債権者を害する乙とはないはず

である.

7こだ，このような合併は，存続会社の従来からの株主

の有する株式の価値にも影響をもたらすことに注意すべ

きである.たとえば，上の消滅会社に全然負債がなくて

も，その株主に対する欠損額l乙相当する水増発行がある

かぎり，存続会社の株主は害されるであろう，あたかも，

株価が会社の「純資産」に見合っているように，会社l乙

対する債権の価値は，会社の「全資産Jl乙見合っている

のである.この各々の「見合い」はそれぞれのエクティ

ティ CI割合的利害の範四」又はこの意味で「持分」と

言ってもよい)を表象している(エクティティ的把握). 

株主と債権者のエクティティはそれぞれ異っており， [" 

財産の増加に比例しない株式の増加」は，割合的単位と

しての一株の価値を変動させるが，債権者の利害に関係

がないのであって，債権者の利害に関係があるのは「財

琵の増加に比例しない負債の増加」である.

たとえば，それぞれ 100万円で資本の欠損が30万円あ

る2つの会社が一対ーで合併し，法定資木を 200万円

にするというようなことは， 通説的な考え方からすれ

ば，資本充実を害するものとして，否認されるであろう

〔注白.しかし，この論文の立場からすれば，この場

合には， ["株式の価値Jはもとより， (消滅会社の全債

務を承継した場合であっても)，それによって会社に対

する「債権の価値Jの相対的な低下をみることはないの
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であるから，先に述べたような通常の新株発行の場合と

同様に，このような資本増加を否認する根拠はない.乙

のことは，資本充実の問題というよりは，むしろ会社に

おこる債権者又は株主のエクィティをいかに確保すべ

きかという問題である.新株の水増発行は，以上に考察

した様に少くとも理論的にはそれによって債権者を害す

ることはないが，それによって「従来からの株主のエク

ィティ」を害することを否定しえないのである(株式数

の増加は割合的単位としての一株の{剛直の下落をもたら

すが，債権者の利害には理論上の，関係がないからであ

る).いわゆる「新株引受権」は .ζ のエクィティを確

保するために与えられる一つの手段で、あるととろに 3 そ

の実質的意義があるものと思われる，乙れに対して合併

の場合には， I従来からの株主のエクィティ」のなかに

「従来からの債権者のエクィティ」与を害することもある

が，いずれにしても，それは，いわゆる「資本充実」の

問題ではないのである.

このように，従来「資本充実Jという大義名分によっ

て画一的にかたずけられている問題も，実はその中に異

質の要素をふくんで、いる ζ とに注意じなければならな

い.少くとも，配当規制としての資本充実じ設立およ

び新株発行に際しての財産確保のための資本充実とは分

けて考える必要があり，そとから，更に後者については

設立の場合と新株発行の場合(合併の場合をふくめて〉

とで，その意義を異にするものと考えられる.

白、ヒの考察の結果いわゆる「資本充実の原則」は，次

のように修Eすべきであろう.

遥常，資本充実の原則といわれているものは，実は，

資産充実の原則であって，それが意味を持つものは，設

立の場合だけである.

額面株の割引発行の禁止を始めとして，発行価額の全

類払込，現物出資の全部履行の要求(商170項?条， 172 

条， 177条 I項 .m項)，現物出資等の検査(商173条

， 181条， 184条， 185条)相殺の禁止(商200条E項)お

よび発起人，または取締役の払込担保責任(商 192条〕

などは，有限責任会社における設立時の財産的基礎を確

保するために政策的に「資胃」の充実をはかったもので

あってヒ注の，すでに財産的基礎が確立している新株

発行の場合についての，かような拘束の延~ (商 280条

の7，280条の14，280条の8， 280条の13)は，政策論と

しても疑問である(なお商280条の 9参照).ただし，

以止の拘束のうち，現物出資の関伊については，その評

価が不公正とえtることによって，現金出資との格衡を害

するおそれがあるととから，新株発行の場合でも，その

面からの規制は，tJ:お政策的意義があろうが f商 280条

の8，280条の 10，280条の11)，これも，債権者保護政

策の問題ではないのである.

以上に対して，商法290条の配当規制は，借方側の具

早川 巌

体的な財産の問題ではなく I貸方項目としての法定資

本J(およびそれに準ずるものとしての「法定準備金J) 

に関するものであり，その意味では， I資本充実の原則」

といってよいと思う.

ととろが， I資本の充実」の方は，出資額の払込に際

してだけ，便宜的に法定資本を基準としているのである

から p その後は，当然には資本との結びつきはないので

あり，会社の財産が，法定資本額に比して，いかに小会

くなっても一一ーすなわち p 資本の欠損がいかに大きくな

っても一一債務超過でないかぎりは，し、かんともなしが

たいのである.法は払込l乙関するもののほ資本額を基準

とした「資産の充実」については，何一つ配慮していな

L、
紙コッフ。かちあふれたミルクだけしか，飲んではいけ

ないというのが本質的な意味での「資本充実の原則」

で，紙コップそのものを 9 ハサミで輪切りにしてはいけ

右いというのが「資本不変の原則Jであって，とのこつ

の原則は， 紙コップニ渋定資本に関する点で共通であ

る.ととろが，法定資本の最低限を定めていない現行法

上の「資産充実」の問題は，コップの内外には関係なく，

ミルク自体の在在を問題lこすれば足りる性質のものであ

るから〔このととは新株発行の場合の株式引受人の失権

について考えてみるとわかる←商注280条の9II参照). 

コッフ。の緑を延長しでも，その影響を受けないのであっ

て，最初にコップにミルクを注ぐときに，注いだふりを

して，他へこぼしてしまっては，いけないというだけの

ζ とである.

そして，との論文で重要なのは，木質的な意味での「

資本原則」としては I注定資本の減少を禁ずる趣旨の

資本木変の原則Jと，とれをバックアップする「配当要

件としての資本充実の原則」の 2つである固

ヒ3) 資本木変の原則ば，法定の減資手続による場合

を除いて，一切の場合に貫かれる園従って， I株主に配当

すべき利益をもってする株式消却」商法(212条， 222条)

をすれば，株式数が，減少するほか?会社利益が減少す

るが3 会社資本lこは影響がない.定款で，無制限に，こ

の株式消却をみとめても I資本原則Jlこは解れないか

ら，問題はないわけである • t.こだ，この消却の効果とし

て，配当客f*たる利主主が減少する一方株式数も間少する

から p 資本lこ対する残留株主のエクィティが拡大する閉

そζで，毎期の利益によって，次々にζの消却をしてゆ

くと，その極限では，株式数がゼロとなるという事態が

おこる.つまり， I株主なき株式会社Jとなるわけであ

る.とのような結果は 9 株式会社の本質に反するから 9

みとめられたtいとする考え方もあろう.しかし，一時的

には，無人会社となっても，授権株式のl1I'が残!っていれ

ばp 取締役会の決議によって，新株を発行する乙とがで

きるわけであるから(潜在的社団性)，かような一時的
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現象をもってただちに株式会社の社団性と相容れないと

もいいきれない.これは，あくまでも例外的な現象にす

ぎないからである.更に，株式会社を財団的lこ構成する

立場からみれば，このような現象も敢て異とするに足り

ないばかりか，これはまた，株式会社の財団性のあらわ

れということになろう.そして，このような場合にも p

会社の財産的基礎は動かないから，それによって債権者

を害する乙とはとEいし，とくに弊害もないことを考えれ

ば，あえて，このような結果を生ずる株式消却を否認す

る理由はないのであろう.しかし，またp 別の見方をす

れば， ζのような現象の発生は，乙れを財団として杷握

すべきかどうかは，しばらくおくとしても，少なくとも

株式会社という企業形態が，法によって，人的な集団と

してではなく財産的な集団としてとらえられていること

の当然のあちわれともいえよう.人的会社では，社員個

人の信用が重要であるけれども，株式会社のような物的

企業では，その構成員としての株主の信用は問題になら

ない(それよりも s 実質的には株主とは別個の経済的基

礎に立つ会社経営者の人的信用の方が，実質的には意味

があるくらいであるが).株式会社において本質的に重

要なのは，乙のような人的関係ではなくして，会社の財

産的な関係であるといわなければならない.

株式会社と取引する者の関心は r会社財産がどれだ

けあるか」というととにあるのであって「株主が何人い

るか」ということにあるのではない.株主が一人でしか

いなくても，更に進んで，株主がゼ、ロであっても，会社

財産さえ十分にあれば，債権者は，安全であるが，財産

が不足していれば，たとえ株主が何万人いても，けっき

ょく債権者は害せられる.

この何万人の株主は，一人も債権者に対して責任を負

わないのであるから，対債権者関係で、はゼ、ロであるのと

同じであって，そこか，まさに人的会社と異るところで

ある.このように考えると，注が，株式会れについて，

「社員が一人となったとと」を解散事由としていないの

は(商404条 I項)，むしろ均然であろう〔注10J 固

ζれに関連して，一人会社の法人格を否認し，有限責

任の原則の例外をみとめようとする見解がある(一人会

社法人格否認論) C注11]. 

この説の根拠は， 一つは， 右の社団陀の問題である

がp それは本質論上のものであってそのほんらいのねら

いは，有限責任の濫用から，令業の利害関係人ζ とに会

ネl債権者をまもろうという政策的なと ζ ろにあるようで

ある.

しかし，一人会社の法人析を否認してみたところで，

どうせ「わら人形」を仕立てることによって，これを潜

脱することは符易であり p また，現在の株式会社制度の

濫用は，一人会初というよりも，向族企業またはそれに

類する「小規模企業」によって行なわれているのであっ

て3 単に株主が一人か二人かというような形式的な員数

の問題ではなし企業の財産的基礎の薄弱性とこれに対

する法的規制の不備がまさに中心的な問題で、あることに

注目しなければならない.

従って，今日の課題は，いかに一人会社の法人格をデ

ィスリガードすべきということではなし株式会社の制

度を有限責任の恩恵を亭受するにふさわしい形態に，再

構成するためには，いかにすべきかというととである.

そのためには，株主が，実質的に第三者化しているこ

とを率直にみとめて，社員とか株主総会とかと言う虚名

を与える代りに株式の本質である「利益配当請求権」を

中心として，ととに会社の計算関係を充実することによ

ってその再構成を試みる乙とが必要である.そして，こ

の場合には，すでに財産集固化している株式会社の実態

に即して，株式会社を財団として構成し，信託の理論に

よって補充するというととも一つの道であろう.会社構

成員たる株主の債権者化の傾向は，会社の社団性とは，

相容れないので， ますます実態から遊離する ζ とにな

る.との点l乙関連して3 いわゆる無議決権株(商法242条

〕が，存在する一方，アメリカのカルフォルニア法が，

定款をもって社債権者lC，取締役の選挙権その他の権利

を与えることをみとめていることは，注目に価する.

一人会担は，社団性がお?いから p その株主に人的責任

を負わせるという理論では，株主が一人なら責任与を負う

が，二人いれば，責任を負わないということになり，両

者の弊害は， ほとんど異らないととを考えると， これ

は，あまりにも形式的な議論であって r社団性」とい

うととに執着しすぎたために，物的会社の本質を見逃し

たものであると思う.

いずれにしても， r利益による株式消去りを，みとめ

る現行法において，ワンマンーカンパニーはもとより，

ノーマン・カンパ二一(無人会社)も少くとも一時的に

は可能であり，それによって，当然には，解散事由とな

らないものと解される.

(4) いわゆる「抽象的減資」をみとめる立場から

は，株式の増減とは無関係に，法定資本をゼロとする ζ

とも可能となる.

即ち，資本減少には，債権者保護手続(商法 376条〉

を必要とするが，債権者がいないか，または異議を述べ

ない場合(商 100条H項)には株主総会の特別決議だけ

で，減資の効力を生ずるから，その場合には，これをゼ

ロにする ζ とも考えられる.

しかし，とれは，むしろ株式会担の資本に最低限を設

けなかった立法の不備によるものというべきであろう.

法定資本が，ゼロであるというよう仕事態は，その後の

取引による将来の債権者を害し，有限責任の財産的集団

である株式会社の本質に反するからである.株式会社の

ような典型的な物的企業については，最低資本額を決定
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することが，絶対的に必要である.現行法では，資本金

3，500円の株式公社も適法に設立しうることになって，

設立に際してのp 資産充実に関する厳沼な規制もほとん

ど意味のないものと伝ってしまうであろう.

〔注1] 大主達雄・株式会仕会j["の法的考察L17，48頁

〔注 2) 大注40~43頁矢沢淳「企業会計法講義J 47， 

48頁

〔注 3) 鈴木竹雄会ノ仕法205頁

〔注 4) Ballantine. On Corporatio'l P. 468 

〔注 5) もちろん無額面株式にも欠点はある.この，r~(

について服部数授は立法論として両者の長所を

採用した記載式無頭面株に統一すべきであると

される.服部「額面株式と無額面株式J民商34

巻3号27頁

(注 6) Ballantine， On Corporation P. 478，479 

早川 巌

〔注 7) I事業資金」 と 「担保資金Jの用例として

は.大森忠夫・保険法360頁

〔注副 会ネ[:法研究会「合併をめぐる諸問題J (上)

ジュリスト228号12，14， 15頁

〔注 9) しかも，これらの配意も最低資本額が決定さ

れていない現行法のもとでは実効性がうすい.

このような資産の充実をを要求したところで資

本金 3，500円 (500円X7)の株式会社をみとめ

るのではこれらの規定は底抜けである.

〔注10) なお，この点につき，大塚市助「株主の出資

義務」株諮二巻 465頁

〔注11) Israels， P1"oblems of par and no par 
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